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要旨：環境負荷低減と産業副産物の利用推進を目的として，高炉スラグ微粉末を高含有し高炉スラグ細骨材

を用いた環境配慮型コンクリートを橋梁下部工へ適用した施工事例を報告する。室内実験と実機実験により，

その性能が発現することを確認した。対象部材はラーメン式橋台である橋梁下部工の土中に埋設される底版

で，コンクリート体積はおよそ 200m3 である。実施工のコンクリートについてフレッシュ性状と強度発現性

を確認し，所定の目標性能を満足していることが確認できた。なお，中性化の進行に対しては，評価式による

試算の結果，十分な性能を有していると推測された。 
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1. はじめに 

建設材料としてのコンクリートは，製造時に多量の

CO2 を排出するため，環境負荷の低減が課題となってい

る。特に構成材料の中でポルトランドセメントの CO2 排

出量が多く，この削減が求められている。これに加えて，

循環型社会の構築に向け，産業副産物の利用の推進が求

められている。これらの社会情勢を背景として，建設分

野での高炉スラグ混和材の利用が進められている。 

国内では高炉スラグ微粉末（BF）は，結合材全体に対

する使用率が 40～45%の高炉セメントB種が多く利用さ

れている。より大きな CO2 排出削減が期待できる BF 使

用率 60～70%の高炉セメント C 種は，市場での流通は少

ないため，高炉セメント C 種の代わりに入手の容易な BF

を混和材として高含有させ用いる方法が考えられる。 

CO2排出削減が期待できる BF 高含有コンクリートは，

建設会社が主導して開発が進められているが，各社ごと

に混和材の種類や量などの仕様が相違する。生コン工場

にとっては，貯蔵や計量などの設備の準備・材料手配と

在庫管理・個々の調合の調整など，手間やコストがかか

り，常時使用可能な状態に備えておくことは負担になる。

これを軽減するためには，JIS 製品などの汎用的な材料

を用い，個々の適用物件に対して特別な配慮が不要な，

統一的な手順に基づく材料設計・施工が可能な仕組みづ

くりが求められる。筆者らを含む 13 の建設会社が共同

で開発した環境配慮型コンクリート 1) は，この考えに基

づいている。一般に普及している BF を用いており，実

験結果に基づき調合設計・施工マニュアル（以下，本技術

資料と称す）が整備され，日本建築総合試験所から建設

材料技術性能証明を取得している。 

筆者らは今回，環境負荷低減と産業副産物の利用推進

を目的として，土木構造物である橋梁下部工に環境配慮

型コンクリートを適用した。BF 高含有コンクリートに加

え，細骨材として BF と同じく産業副産物である高炉ス

ラグ細骨材（SBF）を適用した。汎用的な材料を用い統一

的な手順に基づく材料設計・施工が可能な，本技術資料

の考え方を準用した。ここではその概要を示し，今後の

類似の取り組みへむけた参考資料とする。 

 

2. 事前試し練り 

2.1 試験概要 

今回適用する環境配慮型コンクリートが，普通ポルト

ランドセメントを使用したコンクリートと同等の性能を

有することの確認を目的として，事前試し練りを実施し

た。試し練りの実施時期は秋季（標準期）である。 

事前試し練りは，まず，強制 2 軸ミキサ（容量：50L）

を用いた室内実験により，フレッシュ性状と強度発現性

を確認した。ついで，スケールアップによる影響を確認

するため，強制 2 軸ミキサ（容量：3m3）を用いた実機実

験を行った。これらの結果をもとに，フレッシュ性状（ス

ランプ，空気量）を目標値とするための化学混和剤量の

調整を行い，実施配合を決定した。 

 

表－1 目標性能 

試験項目 試験方法 目標性能 

スランプ JIS A1101 12.0±2.5cm * 

空気量 JIS A1128 4.5±1.5%* 

コンクリート温度 JIS A1156 5～35℃ 

圧縮強度** JIS A1108 30N/mm2以上 

* 現場着で評価（練上がり直後の目標性能は工場の実績 

により管理 

** 圧縮強度試験は材齢 28 日（標準養生）で実施 

  

*1 錢高組 技術研究所 博士（工学） (正会員) 

*2 錢高組 技術研究所 修士（工学） (正会員) 

*3 錢高組 名古屋支店  

*4 錢高組 土木事業本部 技術部長 博士（工学） (正会員)     
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表－2 使用材料 

名称 種類 記号 

セメント 普通ポルトランドセメント C 

混和材 BF 4000 BF 

細骨材 

砂岩砕砂 S1 

山砂 S2 

高炉スラグ細骨材 SBF 

粗骨材 
砂岩砕石 1505 G1 

砂岩砕石 2010 G2 

化学混和剤 AE 減水剤，減水剤 Ad 

 

表－3 配合表 

呼 び
強度 W/B 

水 結合材 B 細骨材 粗骨材 化学 
混和剤 

 
Ad 

W 
C 

BF 
S1 
S2 

SBF 
G1 
G2 

24 57 167 
88 

205 
430 
210 

221 
487 
487 

2.93 

27 52 167 
96 

225 
417 
202 

216 
487 
487 

3.21 

30 49 167 
102 
239 

409 
200 

210 
487 
487 

3.41 

 

表－4 BF の品質 

品質 JIS A 6206 規格値 試験値 

密度 (g/cm3) 2.80 以上 2.88 

比表面積 (cm2/g) 3500 以上 5000 未満 4120 

活性度指数(%)* 55/75/75 以上 71/96/108 

フロー値比(%) 95 以上 98 

酸化マグネシウム(%) 10.0 以下 6.40 

三酸化硫黄(%) 4.0 以下 2.03 

強熱減量(%) 3.0 以下 1.07 

塩化物イオン(%) 0.02 以下 0.006 

* 材齢 7 日/28 日/91 日の順に表記 

 

表－5 骨材絶乾密度，吸水率，粗粒率 

 S1 S2 SBF G1 G2 

絶乾密度(g/cm3) 2.61 2.51 2.69 2.64 2.64 

吸水率(%) 0.96 1.79 1.06 0.89 0.79 

粗粒率(%) 2.70 2.71 2.23 6.45 7.01 

 

適用コンクリートの目標性能を表－1 に，使用材料を

表－2 に，配合表を表－3 に示す。結合材として普通ポ

ルトランドセメントと BF4000（表－4  JIS A 6206 適合

品 せっこう添加あり）を使用し，後者の使用率は結合材

全体の 70%とした。スランプの目標値は 12cm である。

骨材絶乾密度，吸水率，粗粒率を表－5 に示す。 

2.2 室内実験 

適用コンクリートの強度算定式を導出することを目

的とし，当該生コン工場の高炉セメント B 種の標準配合

を参考として室内実験を実施した。施工対象部材の設計

基準強度（普通コンクリート）は 24N/mm2 であり，適用

コンクリートの室内実験の呼び強度として 24，27，30 

N/mm2 の 3 種類を設定した。設計仕様では水セメント比

を 55%以下としているため，呼び強度 24 N/mm2 の適用

コンクリート（W/B=57%）は実施工の対象外であるが，

強度算定式導出のために試し練りを実施している。 

室内実験では，強制 2 軸ミキサ（容量：50L）を用いた

1 バッチ当り 40L の試し練りを行った。材料の投入順序

は，骨材半量→C→BF→骨材残り半量→W+Ad とし，練

混ぜ時間は空練り 15 秒，W+Ad 投入後は 90 秒とした。

呼び強度 24N/mm2 の試し練りでは，練上がり直後にフレ

ッシュコンクリート試験を実施し，その後に圧縮強度試

験用の供試体を採取した。呼び強度 27N/mm2，30N/mm2

では，練上がりの直後と，現地着を想定した練混ぜ 60 分

後の 2 回，フレッシュコンクリートの性状を確認し，60

分後の確認の後に圧縮強度試験用の供試体を採取した。 

硬化コンクリートの圧縮強度試験は，標準養生した供

試体を用い，特に初期材齢での強度発現の経過を確認す

るため，試験材齢で 7 日，14 日，21 日，28 日，56 日の

5 水準について実施した。圧縮強度試験の結果から，配

合強度式（B/W と圧縮強度の関係式）を算出し，当該生

コン工場の高炉セメント B 種の強度算定式と比較して，

実施配合を決定した。 

フレッシュコンクリート性状の試験結果を図－1 に示

す。スランプは練混ぜ直後でやや大きめであったが，施

工時を想定した経過時間 60 分で目標性能（表－1）を満

足した。過去の研究 2) でも経過時間 60 分でスランプの

低下は 1cm 程度とほとんどロスがなく，今回も同様であ

った。空気量，コンクリート温度は 21℃で、（試験室温

度 22℃）同様に目標性能を満足した。 

B/W と圧縮強度の関係を，当該生コン工場の高炉セメ

ント B 種強度算定式（BB 式）と比較して図－2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 フレッシュ性状（室内実験） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 B/W と圧縮強度の関係（室内実験） 
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図－3 圧縮強度の経時変化（室内実験） 

   

 

 

 

 

 

 

 

    

図－4 圧縮強度比の経時変化（室内実験） 

 

今回の試験結果では，全ての B/W で BB 式よりも強度が

高い結果となった。圧縮強度の経時変化を図－3 に示す。

材齢 28 日圧縮強度σ28 は全ての呼び強度・W/B で目標

とする 30N/mm2 を上回った。材齢 28 日の強度を基準と

した圧縮強度比の経時変化を，グラフから読み取った既

往の実験値 3) と比較して図－4 に示す。材齢 28 日以降

で既往の値より高めとなっている。既往の研究 4) では

SBF 使用コンクリートは潜在水硬性があり，天然砂使用

時よりも長期材齢で 5～18%程度高いとの報告がある。

今後の長期性状について確認を行う予定である。 

2.3 実機実験 

室内実験で確認した性能が実機でも同様に発現する

ことを確認するため，W/C≦55%の呼び強度 27，30N/mm2

のコンクリートを対象として実機実験を実施した。強制

2 軸ミキサ（容量：3.0m3）を用い，1 バッチ当り 1.0m3 と

して，呼び強度 27，30N/mm2 の順に実施した。工場の実

績により，材料は一括投入とし，練混ぜ時間は 25 秒とし

た。使用材料と配合は，室内実験と同じであり、C と BF

は累加計量を行っている。 

練上がり直後にフレッシュコンクリートの性状を確

認し，60 分後にフレッシュコンクリートの性状が目標性

能を満足していることを確認したのち，圧縮強度試験用

の供試体を採取した。硬化コンクリートの圧縮強度の確

認時期，コンクリートの試料採取および供試体作製方法・

養生方法は，室内実験と同一とした。 

フレッシュコンクリートの性状の試験結果を図－5 に

示す。スランプは練上がり直後で目標値中央値に対して

やや低めであり，施工時を想定した経過時間 60 分でさ

らに1cm程度低下したが，いずれも目標性能を満足した。

経過時間 60 分で 1cm 程度のスランプの低下は，過去の

研究 5) と同様であった。空気量は目標値内でやや多めで

あり，経過時間 60 分で若干増大したがその差は小さく，

コンクリート温度が 28～29℃（外気温 26℃）であったこ

とも含め，いずれも目標性能を満足した。 

圧縮強度の経時変化を図－6 に示す。グラフから読み

取った既往の呼び強度 33N/mm2 の実験値 6)（標準期実機

実験，BF70，標準養生）を併記した。材齢 28 日以前で

W/B=52%（呼び強度 27）と W/B=49%（呼び強度 30）の

差が小さく，この原因は特定できていないが，どちらも

目標強度の 30N/mm2を材齢 21 日で上回った。材齢 28 日

の強度を基準とした圧縮強度比の経時変化を，同様に既

往の実験値と比較して図－7 に示す。室内実験と同様，

材齢 28 日以降で既往の値と比較して高めとなっており， 

   

 
   

図－5 フレッシュ性状（実機実験） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6 圧縮強度の経時変化（実機実験） 

   

 

 

 

 

 

 

 

   

図－7 圧縮強度比の経時変化（実機実験） 
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長期での強度増進が伺われる。 

室内実験・実機実験の結果を踏まえ，以下の理由によ

り，実施工コンクリートの呼び強度を 27N/mm2 と設定し

た。配合強度式は，室内実験結果σ28 が工場 BB 式を上

回っている（図－2）ことから，BB 式を採用した。 
 

(1) フレッシュ性状はいずれも目標性能を上回った。 

(2) 呼び強度 27N/mm2 の室内実験結果と実機実験結果

が概ね一致した。 

(3) 呼び強度 27N/mm2 の室内実験結果と実機実験結果

は，材齢 3 週以降，目標強度 30N/mm2 を上回った。 
 

なお，今回適用する部材は土木構造物であり，建築設

計で用いられる構造体強度補正値 28S91（標準養生供試体

のσ28 と構造体コア強度σ91 との差で，構造体σ91 を構

造体σ91 =標準養生σ28－28S91として求める。ただし 28S91 

≧0）は考慮していない（28S91 = 0 N/mm2）。 

 

3. 実施工 

3.1 実施工の概要 

今回のコンクリートの適用対象部材は，土中に埋設さ

れる橋梁下部工であるラーメン式橋台（ボックスカルバ

ート型）の底版部分（図－8、A1，A2 橋台と併せて 2 部

材）である。対象の部材は 8.00✕12.39×1.00(m)で、2 部

材合計体積は約 200m3 である。当該部材は天端が計画地

盤高からの深さ約 600mm の土中に埋設される。底版下

の土壌は，深さ約 4.4m の範囲で深層混合処理による地

盤改良を実施している。底版の補強鉄筋は，軸方向鉄筋

の芯かぶり設計値が 150mm であり，実かぶり 115mm を

確保している。施工場所は国内の温暖地域であり，秋（標

準期）にコンクリート工事を実施した。A2 橋台の打設を

午前に行い，同日午後に A1 橋台の打設を行った。 

実施コンクリートの呼び強度は既述した 27 N/mm2 で，

目標性能，使用材料ならびに配合は試し練りと同様であ

る。試験方法は，A2橋台の打設前とA1橋台の打設前に，

運搬時の性状変化を考慮して実施工現場にて実施し，そ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

の後に圧縮強度試験用の供試体を採取した。硬化コンク

リートの圧縮強度の確認は，試験材齢で 7 日，28 日とし

て計画した。 

3.2 試験結果，施工状況 

受入れ時検査結果を表－6 に示す。スランプ，空気量

とも，目標性能を満足している。コンクリート温度も目

標性能（5～35℃）の範囲内にある。圧縮強度試験結果を，

実機実験結果と併せて図－9 に示す。σ7 は実機実験結果

（呼び強度 27N/mm2）と比較して小さいが，σ28 は実機

実験結果とほぼ等しく，目標性能 30N/mm2 を上回った。 

打設状況を図－10に，打設後の状況を図－11に示す。

4.25m3 アジテータ車（積載 4m3）によりフレッシュコン

クリートを輸送した。運搬時間は約 10 分で，1 車あたり

の荷卸しは 10 分前後であった。打設はピストン式コン

クリートポンプ圧送（ロングブーム仕様）によって行っ

た。ポンプ車の最大吐出量は 160m3/h，吐出圧は 8.5～

13.0MPaである。施工時の吐出圧力はおよそ 2～3Mpaで，

全車平均の圧送速度は 30～40m3/h であり，圧送性は良好

であった。圧送中の管内閉塞や材料分離，ポンプ圧の急

増等の不具合は見られなかった。既往の報告 7)では暑中

施工の BF 高含有コンクリートのポンプ圧送が問題なく

施工できたとされ，今回のような標準期においても圧送

性は特段問題にならないと考えられた。打設前日午後か

ら当日まで，天候は晴れ（前日午前は雨天），気温は当日

の最低気温が17.7℃，打設開始時刻（午前9時）で21.6℃，

最高気温が 23.8℃である（気象庁データ）。既往の報告に

よると，BF コンクリートの発熱量は低熱ポルトランドセ

メントによる予測値と近いとされており 1)，コンクリー

ト温度による影響は小さいと考えている。 

 

表－6 受入れ時フレッシュ性状（実施工） 

 
スランプ 

(cm) 

空気量 

(%) 

コンクリート

温度(℃) 

目標性能 12.0±2.5 4.5±1.5 5～35 

A2 橋台 12.5 5.6 22（外気温 20） 

A1 橋台 14.0 5.5 24（外気温 23） 

注：現地受け入れ時にて試験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－9 圧縮強度の経時変化（実機実験と実施工） 

図－8 適用構造物一般図 
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図－10 打設状況 

   

 

 

 

 

 

 

 

 
     

図－11 打設後の状況 

 

ブリージングについては，BF 使用率 0～70%を対象と

した既往の研究では，BF 使用率の増加に伴って減少する

と報告されている 1) 。使用率 70%の今回のコンクリート

でも若干のブリージング水が確認されたが，品質上問題

は生じない範囲と判断している。 

打設後については，A2 橋台は 2 日間養生後の 5N/mm2

の強度発現を確認した後に脱型し，上面と側面の一部を

除いて 4 日後に埋戻しを行っている。A1 橋台は同じく 2

日後（一部 4 日後）に脱型を行い，同様に 14 日後に埋戻

しを行っている。当日を含む 7 日間の日平均気温平均値

は 19.8℃である（気象庁データによる）。既往の研究 8) に

よれば，BF 使用率 70%の柱・壁などのせき板の存置期間

（強度 5N/mm2の発現に要する日数）は，平均気温 20℃

の場合，呼び強度 18,24,30N/mm2 の場合でいずれも１日

前後である。また，湿潤養生期間の目安は 1.5～2 日であ

る。今回は BF 使用時の初期養生が重要であることを考

慮し，これらより若干の余裕を確保して養生を行った。 

 

4. 耐久性の評価，環境負荷低減効果 

4.1 中性化 

BF 使用コンクリートは，普通ポルトランドセメントの

みを用いたコンクリートと比較して，一般に中性化の進

行が早いとされている。2022 年版土木学会示方書設計編

を参照し，中性化に伴う鋼材腐食に対する照査を今回の

適用部材について行った。この結果を以下に示す。 

�� ∙ �� ����⁄ 	 0.72 � 1.0 

ここに， 

���� 	 �� � �� 

�� 	 � � Δ�� 

�� 	 ��� ∙ ��√� 

�� 	 �� ∙ �� ∙ �� 

�� 	 �3.57 � 9.0 ∙ �  ⁄  

 	 !" � # ∙ $� 

式中の変数の定義は示方書による。中間変数，および

計算に用いた諸定数は以下のとおりである。これ以外の

変数は，示方書に記載の一般的な値を用いた。設計耐用

年数 100 年に対する中性化深さは 50mm であり，これに

対してかぶりは十分大きく，かつ完成後は土中に埋設さ

れるので，中性化に対して余裕がある。 

����：腐食発生限界深さ（=75mm） 

��：耐久性照査に用いるかぶりの設計値（=100mm） 

��：中性化残り（=25mm 安全側の値を設定） 

�：かぶり（=115mm） 

Δ��：かぶりの施工誤差（=15mm） 

��：中性化深さの設計値（=49.1mm） 

��：中性化速度係数の設計値（=4.91mm/√  ） 

�：中性化に対する設計耐用年数（=100 年） 

��：中性化速度係数の特性値（=2.36mm/√  ） 

�：単位水量（=167kg） 

!"：単位ポルトランドセメント量（=96.0kg） 

#：混和材の種類による係数（=0.7） 

$�：単位混和材量（=225.0kg） 

   

今回の適用対象は土木構造物であり，上記では土木学

会示方書を用いて中性化に対する照査を行ったが，本技

術資料では建築学会の指針に準じた検討 9) が行われて

いる。本適用例でも同様に，建築学会の指針に準じて確

認を行った。文献 9)では C 種クラス BF コンクリートに

対し，腐食確率 20%, 設計かぶり厚さ 70mm, 計画供用期

間 100 年の場合，所要の中性化速度係数は 6.02mm/√年

であり，促進中性化試験結果から導かれた所要の W/B は

80.7%となる。本適用例では耐久性照査に用いるかぶり

の設計値は 100mm，W/B は 52%であり，完成後は土中に

埋設されるので，中性化に対して十分な余裕がある。 

4.2 環境負荷低減効果 

本事例により削減できたCO2排出量の試算結果を表－

7 に示す。なお，この検討では SBF を用いたことによる

削減効果を含んでいる。日本全体の温室効果ガス排出量

全体 10) の 10 億 8500 万 t-CO2 や，建設分野総排出量 11) 

297 万 t-CO2 と比べてわずかな量であるが，削減率は 6 割

以上と高くなっている。今後適用例が増えれば無視でき

ない効果を発揮しうると期待できる。 
  

年 

年 
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表－7 CO2排出削減効果*1 

 
単位量 

(kg/m3) 

原単位 

(kg-CO2) 

排出量*3 

(t-CO2) 

24-12-20N *2 
（当初設計仕様） 

C(293) 

S(835) 

C(772) 12) 

S(3.7) 13) 

BF(35.6) 12) 

SBF(2.4) 13) 

45.9 

27-12-20BF 

（本事例） 

C(96) BF(225) 

S(619) SBF(216) 
17.0 

削減量(t-CO2) 

/ 削減率(%) 
－ － 

28.8 

/ 62.9 

*1 結合材と細骨材の削減効果 
*2 結合材は全量普通ポルトランドセメント想定 
*3 200m3分に換算 

 

5. まとめ 

環境負荷低減と産業副産物の利用推進を目的として，

BF を高含有し SBF を用いた環境配慮型コンクリートを

橋梁下部工へ適用した。実施工に先立って試し練りを行

い，室内実験では，呼び強度を 3 水準設定し配合強度式

を求め，結果的に工場 BB 式を採用した。実機実験を含

め，フレッシュ性状は目標性能を満足した。圧縮強度も

同様であったが，材齢 28 日よりも長期の強度増進が認

められた。この結果をもとに，実施コンクリートの呼び

強度を 27N/mm2 に決定した。 

実施工はラーメン式橋台である橋梁下部工の土中に

埋設される底版に適用した。施工は秋季（標準期）であ

る。対象部材は計画地盤高から約 600mm の土中に埋設

され，実かぶりは 115mm を確保している。合計 200m3 の

コンクリート底版を午前・午後に分けて打設した。圧送

性・発熱量とも良好であり，フレッシュ性状試験と圧縮

強度は目標の性能を満足した。 

BF 高含有コンクリートに懸念される中性化の進行に

対しては，評価式による試算の結果，かぶりが確保され

ていることもあり，十分な性能を有していると推測され

た。CO2 削減効果は国内総排出量などと比べて十分では

ないが，削減率は 6 割以上あり，今後適用例が増えれば

決して無視できない効果を発揮しうると期待された。 

なお，今回は対象が土木構造物であること，その他実

施上の都合から，本適用で参考にした建築物への適用を

想定して開発されている本技術資料にない仕様を採用し

ている。具体的には，(1)スランプ目標値 12cm（本技術資

料の最小値 15cm），(2)SBF の使用，(3)C・BF の累加計量，

(4)28S91=0N/mm2 の 4 点である。中性化の照査では，土

木・建築の両面から検討を行った。配合強度式の決定法

をはじめとして，本技術資料の知見を活用して施工が可

能となった。汎用的な材料を用いた材料設計・施工に関

する統一的な手順として整備された本技術資料の活用は，

施工者にとって便利である。今回使用したコンクリート

の長期性状の確認については今後の課題である。 
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